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Abstract
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glish)forhundredyears.
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Ⅰ.はじめに

長崎大学経済学部が創立されてから100年を迎える今年,奇しくも,日本

から地理的に遠く離れた西ヨーロッパに位置する大国フランスで,共和国の

象徴そのものとみなされている,国家の非宗教性 (ライシテIa'1'cite)という

理念を具体化した政教分離法 (1905年法)が,同じく制定後100年を数える

こととなった｡そのためフランス国内では,とりわけ今年に入ってから,政

教分離法とその根底にある国家の非宗教性 (ライシテla-icite)をテーマとし

た,いくつもの研究会議がフランス全土にわたって開催されている｡そして

そこでは,いわゆる伝統的問題としての ｢2つのフランス｣ - カトリック

の伝統に忠実なフランスと,フランス革命の精神を引き継いだ共和国として

のフランス ー のあくなき戦いが,改めて浮き彫りにされるとともに,新た

な問題としての共同体主義やヨーロッパ連合との関係などが,緊急に取り組

むべき好個の課題対象として浮上してきている｡別言するならば,かの国で

は,制定以来100年におよぶ1905年法の,そして,その根源に横たわる非宗

教性としてのライシテなる原則の,過去,現在,未来といった時空を跨いで

の存在意義を問うという,壮大にして困難な作業が,現在進行中だというわ

けである｡

ところで,現存する大多数の国家においては,各人の信教の自由が,正当

にも尊重されるべき不可譲の基本的権利と目されながらも,なおかつ,いま

だに特定の宗教に対して特権的地位を与え続けるといったような状況,つま

り国家権力と宗教権力との密接な関係の継続という実情が,厳然と存在して

いる｡他方,フランスにおいては,単なる個人の信教の自由の保障にとどま

らず,政治権力の宗教権力からの自律,すなわち,ライシテ-国家の非宗教

性が憲法によって規定され したがって不動の国是とされている｡だからこ

そ,この,国家の非宗教性を意味するライシテは,しばしば,フランス人自

らによってさえ,｢フランスの例外｣と形容されるほど,かの国に独特のも
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のであると広く理解されているのであろう｡ それにしても,この思想は,十

分長い間 ｢共和国の精神｣ないしは ｢共和国のアイデンティティ｣として,

至極当然に大多数のフランス人に受容されてきたが,それはまた同時に,そ

の具体的意味内容や意義,さらには適用の仕方などを巡って,常に論争の絶

えない理念でもあり続けている｡実際,その解釈についても,単なる道徳的

指針と捉えるものから,宗教を政治権力の支配下におくと考える立場なり,

さらには反司教至上主義あるいは反宗教などに同定するものといった具合

で,実に多岐に亘っているといってよい｡それだけではない｡さらに,具体

的論争の内容自体が,とりわけ社会構造の変化に伴って,制定当時と現在と

で大きく異なるものとなっていることもまた,紛れもない事実なのである｡

そこで,この論考では,政教分離法制定に至るまでの過程を回顧し,その

後100年間における当該法の具体的適用の有り様を,政教分離という価値が

ライシテという文言で憲法的価値へと昇華していく過程とともに検証するこ

とによって,フランスにおける1905年法の意義とライシテの意義とを改めて

省察することにしたい｡

Ⅱ.政教分離法 (1905年法)制定過程とその特徴

1.萌芽としてのフランス革命

さて,上述した各種の研究会ないし学会を通じて,1905年法の性格あるい

は特徴について,いくつかの点が再確認されるにいたっている｡その概要を

整序すれば,次のごとくである｡(91905年法は,何より1789年の人権宣言の

流れを汲む,自由主義的精神に根ざした法であるという点,②それゆえ,結

果的に反宗教的精神を,そのなかに色濃く反映しているという点,③他方,

この法律は,共和派の主導によって制定されたという点である｡

ところで,フランス革命が,その真の意図はどうであれ,結果的には反宗

教的革命として機能したことは,よく知られているところである｡たとえば,
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フランス革命が反宗教革命そのものを目指したという,当時通説とみなされ

ていた見解を否定するトクヴィルの分析によれば,フランス革命は,社会的

政治的革命として旧体制 (アンシャン ･レジーム)の破壊を目指したもので

あり,したがって,当時の体制のもとで政治的かつ社会的に絶大なる影響力

を有していたカトリック教会の権力を,奪取することが必要不可欠な目標と

されたにすぎない,ということになる｡1とはいえ,革命が目論んだ旧社会

からの脱却が,社会の隅々にまで張り巡らされていた,カトリック教という

名の醜からの世俗国家の解散を必須の要件としたかぎりでは,そうした革命

のもつ反宗教的性格は,否定し得ない事実であるといってよい｡2だとすれ

ば,フランス革命は,キリスト教カトリックという宗教そのものを,アプリ

オリに否認し攻撃したとはいえないにしても,キリスト教カトリック教会が,

旧体制の社会構造を支える精神的支柱として,さらには強大な政治権力の行

使者として現実的に君臨していたがゆえに,その制度や思想が人間の平等や

個人の権利の尊重,人民主権などの獲得に対する何よりの障壁として,革命

勢力による烈しい糾弾の的となっていったといえるわけである｡だからこそ,

当の革命においては,すべての人間の尊厳と平等を出発点とする人間解放の

第一歩として,何よりもまず良心の自由が掲げられたりであり,そしてまた

政治的権力と宗教的権力とが揮然一体となっていた,旧体制の否定としての

両権力の分離が,近代国家に不可欠な要素として尖鋭に模索されたというこ

とになるだろう｡

なお,かつては ｢カトリック教会の長女｣といった称号を与えられたフラ

ンス国家は,中世以降,ガリカニスム3と呼称されるイタリア教皇庁支配か

らの解放ないしは独立を望む国内のカトリック教会の志向が,多年に亘り継

承されてきたという点でもまた,他の諸国と比較して非常に特徴的であり,

そうした精神的態度が,フランスにおける政治権力と宗教権力との関係に小

さくない影響力を発揮してきたという点もまた,徒らに忘れられてほならな

いであろう｡
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いずれにしても,1905年法に与えたフランス革命の影響を集約していえば,

それは,良心の自由の尊重と多種多様な信念をもつすべての市民の法の下の

平等,そして反宗教的精神という3点であったと一応結論づけることができ

るであろう｡

さて,反宗教的な動向が顕著だったフランス革命期においては,実際に,

様々な非キリスト教化政策が打ち出され実行に移されている｡10分の1税の

廃止や教会財産の没収など,教会の財政基盤を破壊するための具体的な試み

に先駆けて,1790年には,聖職者の公務員化を図る ｢聖職者市民基本法La

Constitutionciviledeclerge｣4が制定されている｡この法律を,国家と宗教

との分離を目指した最初の法律と評価するか5,あるいは,分離というより

もむしろ宗教を国家のなかに取り込もうとしたと解釈する6かについては,

特別の詮議はしないにせよ,少なくともこの法律が,カトリック教会のもつ

既得権限の剥奪であり,その権威の低下を具体的に体現するものであったと

いう判断については,否認できないように思われる｡

さらに,フランス革命が,1973年のジャコバン憲法において,反宗教的精

秤,より具体的にいえば,非キリスト教化の頂点を極めたと解釈されている

点については,もはや多言を要しないであろう｡7実際,このジャコバン支

配の下では,時間の非キリスト教化としての革命暦の採用や,空間の非キリ

スト教化としての地名の変更などまでもが,果敢に試みられている｡そして,

ロベスピエール主導のよる同年11月10日の ｢自由と理性の祭典｣や,翌1794

年6月8日に行われた ｢最高存在の宗教｣の祭典をもって,その非キリスト

教化政策が一応完成されたということになる｡そうした事態と平行して,

1794年 9月18日に開催された国民公会は,正真正銘,最初の政教分離といえ

るデクレにおいて,共和国がいかなる宗教にも経済的支援を行わないこと,

また,いかなる宗教の司祭をも公認しないことを言明するとともに,公共の

場におけるすべての宗教的サインの貼付を禁止するといった挙に出たのであ

る｡さらに,1975年2月21日のデクレ (いわゆるテルミドールの国民公会)
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は,宗教の自由と国家の中立性を宣言するとともに,同年9月29日のデクレ

においては,さらに前年度のデクレによる宗教への規制処置が再び確認され

ている｡

以上のようにみてくるならば,革命期のこうした一連の非キリスト教化政

策が,1905年法の作成者にインスピレーションを与えたとする評価8もまた,

あながち誇張に過ぎるとはいえないであろう｡

2.コンコルグ (政教協約)制度

上述した過激ともいえる非キリスト教化の動きは,1801年に締結されたコ

ソコルダ(政教協約)をもって,終わりを告げることになる｡

コソコルダ制度とは,ローマ教皇庁の保持する権威を自己の権力維持に利

用することを目論んだナポレオンと,フランスにおける従前の地位への復帰

を狙ったヴァチカンとの,いってみれば,同床異夢による結婚の産物である｡

コソコルダは,カトリック教を ｢フランス人の圧倒的大多数の宗教｣である

と規定9しはしたが,それはもはや,カトリック教会の絶対的な優位性を示

すものではなかった｡そうではなく,カトリック教は,ルター派プロテスタ

ント,カルビソ派プロテスタントおよびユダヤ教といった3つの宗教ととも

に,公認宗教の1つとしての地位を与えられたに過ぎなかったのであり,他

方で,個人の ｢良し､の自由｣の保障が明確に規定されたのである｡さらに,

フランス国内のカトリック教会がローマ教皇庁から一定の独立性を確保した

という点で,ガリカニスムの精神を濃厚に反映したものとなっている｡以上

の点から考えて,コソコルダ条約はあくまで,ナポレオンが率いるフランス

国家の主導によってローマ教皇庁との間で締結された条約である,とみるべ

きである｡そうだとすれば,このコソコルグ制度は,カトリック教会にとっ

て,アンシャン ･レジーム期への回帰などでは決してなかった,ということ

になろう｡そして実際,この制度の下では,もはや法制度への宗教の干渉は

排除されることとなり,ただ,社会生活における道徳的 ･精神的レベルにお
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いてのみ,宗教の果たす役割が必要最少限度で承認されたということになる｡

ところで,このコソコルダ制度は,少なくとも法的には,1905年法が制定

されるまでの約 1世紀に亘って,フランス国家を支配することになった｡し

かしながら,その間,世俗国家の政治体制は,1815年の王政復古,第2帝政,

第3共和制と短い周期でめまぐるしく変化し,それに伴って国家と宗教との

関係は揺れ続けたといえる｡すなわち,一方のカトリックの側は,常にかつ

てq)地位への回帰という見果てぬ夢を追い続け,他方の政治権力の側は,前

者に対して,従属,和解,策謀,軽蔑,敵意など,実に多様な感情あるいは

態度で対崎していったといえる｡そして,事実,1860年以降は,国家の精神

性そのものが,漸次,精神主義から実証主義へと急旋回していったとみられ

ている｡10

それにしても,こうした国家や社会の制度的 ･精神的変化に翻弄されるこ

となく,1789年人権宣言で詣われた良し､および信教の自由と,宗教的帰属を

問わない各人の法の下の平等が,1世紀の間一度も批判の対象とされず常に

最大の尊重を受けてきたという事実は,特別大書するに値しよう｡この点,

たとえば,1814年6月14日に発布された王政復古の憲法憲章第 5条は,｢誰

でも自由,平等にその宗教上の意見を表明することができ,その信仰につき

同等の保護をうける｣と宣言したうえで,第6条で ｢しかし,ローマ ･カト

リック教は国家の宗教である｣と規定する｡あるいはまた,1852年憲法の第

1条が明示する ｢この憲法は,フランス公法の基礎である1789年に宣言され

た大原則を承認し,確認し且つ保障する｣という条文もまた,重要な条規で

あると解されている｡11

要するに,フランス革命から約 1世紀の間,その時々の政治体制により,

法的保護の対象とされた具体的権利の内容は様々であったとしても,表現の

自由,宗教活動の自由および信教の自由は,あらゆる違いを越えてすべての

市民に保障される法の下の平等という思想とともに,常に尊重されてきたと

いうことである｡だからこそ,そうした自由と平等とを何より優先する精神
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は,政治体制としての共和制国家の伝統をはるかに超えた19世紀以降のフラ

ンス国家の伝統として強調されるというわけである｡12

3.共和派主導による制定

政教分離法制定の歴史過程のなかで,注目すべき第3の特徴は,この法律

が共和派の主導によって制定されたという点に求めることができる｡

上述したように,フランス革命以降,フランスの政治体制は様々な形態を

経験していくが,ついに1877年に,共和派の多数派による政治支配体制が確

立される｡そして,これ以後,すでにその兆候が現れ始めていた社会的規模

におけるキリスト教精神の衰退とともに,制度としての非宗教化 (laicisa-

tion)もまた,たとえば学校,墓地,法廷,病院などの分野において,次々

と実践されている｡13なお,学校教育の非宗教化は,今なお,宗教への財政

支援と並んで,もっとも重要な政教分離の争点の1つであり続けているため,

後に改めて取り上げることにしたい｡

ともあれ,この時期においてさえ,共和派の多数は,依然としてコソコル

ダ制度維持派であったとみられる｡現に,首相に就任したガンベッタは,そ

の1877年の演説において,反教権主義の論陣を張ると同時に,コソコルダ支

持の立場を鮮明にしている｡14そうした共和派の遮巡を断ち切り,一気に反

宗教へと向かわせたりが,1894年に端を発したドレフエス事件15に他ならな

い｡実に,こ√の事件こそは,単なる政治的危機というにとどまらず･国家の

道徳的規範や哲学的精神そのものを問う,いってみれば,フランス国家およ

び社会を根底から揺るがす大事件へと発展していった｡そうして同時にまた,

この事件の推移する過程で,のちにその菟罪が明らかとなる,ユダヤ人ドレ

フユスを激しく排撃する側に回ったカトリック教会が,その信用を著しく失

墜することになったのである｡こうして,この事件を分岐点として,フラン

ス国家全体が,反カトリック教会,ひいては反宗教へと急旋回し,もはや政

教分離法制定への流れを覆すことは不可能となっていった｡
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それにしても,政教分離法は,その法律の精神ないし意義を巡って,カト

リック陣営以上に共和派を分裂させるうえで貢献したと論断されている｡16

すなわち,この法律に,これまでの ｢2つのフランス｣の戦いの延長として

の,反宗教という姿勢を鮮明に反映させるか,それとも両者の対立を解消す

るための,講和としての意義を持たせるのかという,まさに法律の核心を巡

っての俄烈な対立があったのである｡17そして,事実,この法律は,前者の

立場に立つエミール ･コンプ (EmileCombe),後者の立場を取るジョレス

(JeanJaures)およびブリアン (AristideBriand)の3人が,重要な鍵を握

る役割を演じるなかで制定されたりである｡

まず,最初に舞台に登場したエミール ･コンプは,首相兼宗教相として,

前ピエール ･ワルデック-ルソー内閣時に制定された,1905年法と通底する

精神を内在せしめたものとして非常に大きな意味を持つ,1901年の結社法

- 結社の自由を確立する一方で,修道会 (congregationreligeuse)18を規

制する法律 - の実施を委ねられることになる｡彼の態度は,一言でいえば,

カトリック教会に対する非常に敵対的な態度,すなわち反教権主義に終始す

るものであった｡それゆえ,上述の1901年法では飽き足らず,ファルー法

(lo主Falloux一 中等教育過程における宗教団体による教育の自由を承認し

た法律)の廃止までをも目論むことになる｡結局この計画は頓挫したものの,

これに代わって,1904年に,修道会が教育を行うことを禁じる法律の制定に

漕ぎつけている｡また,コンプ内閣として同1904年には政教分離法案を提案

するが,その内容が非常に反宗教的であるのに加え,宗教的自由への言及を

欠いていたために,自由主義精神にも違反するとの批判に晒され,すでに

1903年 6月18日に下院に設置されていた ｢教会と国家の分離およびコソコル

ダの破棄に関する委員会｣から,大幅な譲歩を迫られることになる｡最終的

には,1905年 1月に,この法案とは無関係な理由による当の内閣の総辞職に

より,コンプ案は事実上廃案となり自然消滅することになった｡いずれにし

ても,こうしたコンプ内閣の姿勢がカトリック教会,さらにはヴァチカンの
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反発を招かないわけはなく,現に両者は相互に溝を深めていき,ついに1904

年には,フランス国家とヴァチカンとの外交断絶といった深刻な事態を招い

ている｡

そうしたコンプの過激な政策立案とは別に,上述の委員会において報告者

に任命されたのが,世上,穏健派分離主義者と目されていた新進気鋭の議員,

アリステイッド･ブリアンであった｡そして,このブリアンこそは,政教分

離法制定のみならず,その後の法適用においてもまた,最大の貢献をなした

人物といってよい｡まず彼は,討議のもとになる法律の草案を1903年10月8

日に提出し,その案が修正を経たうえで,1904年7月6日に委員会で採択さ

れることになる｡他方,コンプ内閣を継いだルーヴィエ (Rouvier)内閣も

また,公教育 ･宗教大臣のビヤソヴニュ-マルタソ (Bienvenu-Martin)の

手による法律案を1905年2月9日に下院に提出している｡この案は基本的に

は,先の委員会案と同様の内容であったため,両者共同で手直しを行い,最

終的に委員会案として報告書とともに下院に提案され,その後審議が始まる

ことになる｡ブリアンは,3月21日の審議開始から7月3日の採決に至るま

で,穏健分離派としての立場から,分離派と反対派の両陣営19双方から合意

を取り付けるべく,非常な努力を傾注している｡また,ブリアンを政教分離

法制定へと誘ったジョレスも,特に法案中,最も紛糾した第4条 一 教会財

産の管理および宗教団体の取り扱いにかかわる条文 一 の作成に関与し,前

者とともに法律制定に寄与するところ大なるものがあったといってよい｡

こうして結局のところ,政教分離法は,1905年7月3日,下院で賛成341

反対233という票数で可決されている｡20その後,この法律は,上院にて同

年12月6日に,まったく無修正のまま181対102という表決で可決されたあと,

｢教会と国家の分離に関する1905年12月9日法｣として,12月11日付官報に

おいて公表されるにいたっている｡21
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Ⅲ.政教分離法 (1905年法)制定後の展開

1.政教分離法の内容および特徴

1905年法 (政教分離法)

第 1条 共和国は,良しの自由を保障する｡共和国は,公の秩序のために,

以下に定める制限のみに服する自由な宗教的活動を保障する｡

第2条 共和国は,いかなる宗教に対しても,公認をせず,給与を支払わ

ず,補助金を交付しない｡これにより,この法律が公布される1

月1日から,宗教的活動対するすべての支出は,国,県および市

町村の予算から削除される｡

第4条 この法律の発行から1年の期間内に,聖職者生計資産,教会財産

管理委員会,長老会,長老会議及びその他の宗教公施設法人の動

産並びに不動産は,それに付随したすべての義務及び負担並びに

その特別の用途とともに,当該施設法人の法律上の代表者により,

非営利社団法人に移転される｡この社団は,上記の施設法人の旧

来の区画において当該宗教の礼拝を行うため,それが行おうとす

る宗教の一般組織の規則に準拠して,第19条の規定に従い適法に

結成されるものとする｡

この法律がもつ国有の性格は,一般的に,自由主義,反教権主義,および

厳格分離主義の3点に集約されるものと解されている｡そして,これら3つ

の諸点は,フランス革命以来の1世糸己以上に亘る自由尊重の歴史,さらには,

カトリック教会と共和国との間の ｢2つのフランス｣の戦い,とりわけ反宗

教的気運が最高潮に達したなかでの法律制定と,そこでの両者の攻防という

独特の歴史的経験を経て産み落とされた,この法律ならでは特徴であるとい

ってよい｡

それはともかく,全44条から構成されるこの法律22は,既述したように,

反宗教的ムードが高揚する状況のなかで制定されたにもかかわらず,採択さ
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れた具体的規定内容は,案に相異して反宗教的というよりはむしろ自由主義

的精神に基づくもの,と分析されている｡23それゆえ制定当時,左派からは,

余りにも自由主義に偏り教会に寛大であるとか,教会にとって都合がよいだ

けでなく危険な法律である24,など非難されたのであろう｡それにしても,

1世紀を経た現在においてもなおかつ,第 1条で真っ先に,個人の良心の自

由が謡われているという事実に引照して,この法律の最大の基本的性格を自

由主義精神に求める見解は依然として根強い｡25なかでも,1789年人権宣言

(人および市民の権利宣言)第10条の,宗教的自由についての抑制的表現,

すなわち,｢何人も,法によって確立された公共の秩序を乱さないかぎり,

その意見,宗教的なそれによってさえ,不安にさらされることはない｣と比

較して,この法律がより鮮明に,宗教の自由を含む良心の自由の保障を明文

化している点に着目し,この法律に1789年人権宣言と同等の価値を付与する

見解26さえも存在するほどなのである｡

他方,この法律は,個人の良心の自由 (単なる宗教的自由より広い概念)

の保障と法の下の平等とを,国家の責任において確実なものにする27ととも

に,理性にのみ基づく政治を顕著な属性とする近代国家の確立を目指して,

国家と宗教との分離を宣言した規範でもある｡これにより,国家と宗教との

関係は,互いの自律 一 政治権力の宗教的権力からの自律と,後者の前者か

らの自律という,2重の意味の自律 - を核とする厳格な分離という,新し

い段階へ移行したとみることもできよう｡別言すれば,これ以降,国家権力

の側には宗教への不干渉と,あらゆる宗教に対する平等の取り扱い,という

宗教的中立性が要請されると同時に,宗教の側には,あくまでも私的領域に

留まることが要請されることになったというわけである｡

なお,44条のうち,最後まで紛糾した第4条は,政教分離法が聖俗両陣営

の妥協の産物であることを如実に示す条文となっている｡つまり,宗教団

体28の財産を国家が管理する代わりに,宗教団体の宗教活動を認めるという

内容が,すなわち,それである｡
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プロテスタントおよびユダヤ教陣営は,1905年法をむしろ好意的に受け止

めている｡なぜなら,両者にとってコソコルダ体制は,あくまで多数派であ

るカトリックを利するものであり,小数派である彼らには,真の意味で特権

を与えるものとはなりえなかったからである｡したがって,彼らによる1905

年法への賛同の意思表明は,少数派としての利益と共和国そのものへの利益

という2点に照らし,至極当然q)帰結とみなされている｡29

さらに,この法律は,フランス領土全域に適用されているのではなく,い

くぱくかの非適用地域を持つ｡すなわち,その特殊な地理的条件から,当時

ドイツの影響下にあって,法律制定当初の適用を免れたあと,依然としてコ

ソコルダ制度下にあることを余儀なくされたアルザス ･ロレーヌ地方と,港

外領地のいくつかが,それに相当する｡そして後者の,フランス国外の領土

についての当該法律の非適用については,1905年法43条2項の規定自身がも

つ酸味さと,さらにそれについての不明確な解釈とが,その大きな要因と目

されている｡第43条2項では ｢公的行政規制は,この法律がアルジェルアお

よび他の植民地で適用される場合の条件を将来的に決める｣と規定されてい

るが,この点につき,1905年12月5日の会議において当時の植民地担当大臣

は,本国と植民地とで異なる取り扱いはしないと断言しつつも,具体的な法

適用の個別的な条件については,政府に任せるよう要請するとともに,植民

地には植民地それぞれの特別の事情があるので,それに応じて適用を考える

と答弁している｡その結果,グアドゥループ (Guadeloupe),マルティニッ

ク (Martinique),レユニオン (Reunion)では法の適用がなされ,その他

の地域では現在もなお不適用となっているのである｡30

2.法律の適用における妥協と分離の緩和

政教分離法は,たとえそれが,いかに自由主義に基づくものであるとして

も,制度的かつ財政的な国家と宗教との分離という法の要請が,それ以前の

コソコルダ制度からq)180度の転換であることに変わりはない｡そうだとす
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れば,制定時の反宗教的な社会 ･政治環境と相侯って,この法律が規定した

分離が,反宗教的分離あるいは敵対的分離と称されるのも,十分首肯しうる

ところであろう｡そして事実,この法律は,コソコルダ存続派,別してヴァ

チカンにとっては,かつての ｢ナントの勅令｣31にも匹敵しうる ｢国家的背

教の法律｣32以外の何者でもなかった｡だからこそ,法律制定後,すぐさま

当時の教皇ビオ10世は,フランスに対してその行為を糾弾する書簡を出し,

さらに彼の勧告に倣って,フランス国内のカトリック教会が法に従わないな

どといった深刻な事態が発生し,法の適用は当初から非常な困難を伴うもの

となったのである｡そのような激しい反発を乗り越え,1905年法 (政教分離

法)が数度の手直しを重ねつつも,100年の長きに亘って相変わらず存在し

続けることができたのは,法適用における少なくとも3種類の緩和措置に負

うところが大きい,とみられている｡すなわち,①ブリアンによる,法制定

直後の新たなる複数の法律の制定,②コソセイユ ･デタ (フランスの最高行

政裁判所)による,その判例を通じてのカトリック教会組織のルールの尊重,

③1921年のフランスと教皇庁との関係修復による,教皇への権限付与 (司教

区の宗教団体に対する権限)といった3種の措置が,これである｡33ここで

は,特に重要と思われる①の新しい法の制定について,簡単に触れておくこ

とにしたい｡ここでも,主役となったのは,1905年法の立役者というべきブ

リアンであった｡法律制定後,宗教相に着任したブリアンは,議会からの孤

立という厳しい状況のなかで,カトリック穏健派と協力しながら2つの法律

を次々と制定し,それらによって実質的に,1905年法の内容を緩和するとい

う効果を生み出した｡具体的にいえば,1907年法 - 1905年法が条件として

いた宗教団体 (associationculuturelle)という形式をとることなく,宗教活

動を行うことを認める法 - と,財産にかかわる1909年法との2つに他なら

ない｡

いずれにしても,こうした措置の結果,当初 ｢厳格｣あるいは ｢敵対的｣

分離の名をもって呼ばれた分離は,実際の法適用において,｢協調的｣ない
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Lは ｢緩和的｣分離といわれる分離へと転換されていったのである｡

3.ライシテ-国家の非宗教性原則の憲法への包摂

政教分離,そしてライシテ-国家の非宗教性という原則の意義を語るうえ

で,忘れてはならないのが,この理念の憲法的価値への編入である｡この原

則は,1905年法に規定された後,1946年の第4共和制憲法の前文で,｢すべ

ての人間は,人種,宗教,信条による差別なく,不可譲で神聖な権利を有す

る｡非宗教的 (1aⅠque)で無償の教育制度は,国家の義務である｣として,

非宗教的共和国 (EtatlaIque)という,独特の表現で規定されることによ

り34,終局的には憲法的価値としての地位へと昇格する｡次いで,1958年第

5共和制憲法 (現憲法)前文においてもまた,同様の表現が忠実に踏襲され

ている｡さらにその後,1995年8月4日第95-880号の憲法的法律により改正

がなされ 非宗教的な (laique)との表現は,前文から憲法第 1条へと移さ

れて現在に至るのである｡ちなみに,その憲法第 1条とは,｢フランスは,

不可分で,非宗教的な (laique),民主的で,社会的な共和国である｡フラ

ンスは,出自,人種または宗教による差別なく,すべての市民に対し法律の

下の平等を保障する｡フランスは,すべての信条を尊重する｣というもので

ある｡加えて,改正手続に関する第89条で,｢共和国としての政府の形態は,

見直しの対象にすることはできない｣とされている事実を加味して解釈する

ならば,憲法第 1条に置かれたライシテは,これを契機として,未来永劫に

フランス共和国のアイデンティティとして定位された,ということになるで

あろう｡ それは,まさにライシテが,共和国の統合と民主主義的精神を保障

する価値であると同時に,良心の自由をはじめとする,基本的な自由や平等

の擁護者でもあることを意味する｡35あるいはまた,この事実は,ライシテ

がフランスの法体系の基盤となったことを意味するとも説かれている｡36い

ずれにしても,ライシテ-国家の非宗教性は,憲法への編入により,単に個

人の良心の自由との関係でのみ語られる価値以上の,共和国それ自身にとっ
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て絶対必要不可欠とでもいうべき価値として認定された,ということになろ

う｡37

それにしても,このライシテは,翻訳が難しいうえに,ほとんどの国の憲

法には存在しない例外的思想である38ため,非常に解釈し難い概念である,

といわねばならないだろう｡そしてその意味では,やはりライシテは,フラ

ンス独特の制度であるといえるだろう｡現に,フランスとともに厳格な政教

分離制度を採用する国とされるアメリカ合衆国の分離についても,フランス

のそれとの違いを主張する見解が大勢を占めるというのが,否認Lがたい事

実なのである｡たとえば,アメリカの分離制度を際立たせる特別顕著な力点

は,とかく宗教の側の保護に置かれ,それゆえ国家の側に抑制を要請すると

いった傾向が強いのに対し,フランスでのそれは,国家と宗教との2つの制

皮,あるいは組織された社会的権力の間の分離であって,双方に応分の抑制

を要請する分離とみなされる｡39また,フランスのライシテは公務員,特に

高い地位にある政治家を拘束するという点で,アメリカの分離に比べ非常に

厳格であると評価されている｡40

それにしても,当のフランスにおいても,ライシテの具体的意味内容につ

いては,いまだ統一的な見解はみられないというのが,偽らざる実情である

といってよい｡さらに,憲法自身が,個人の良心の自由の保障と,ライシテ

という2つの価値の序列に関して,具体的に語っていないという事実が,複

数の相い異なる解釈を許す要因ともなっているといえるであろう｡それでも

なおライシテが,もはや当初の ｢反宗教的｣な性格を失っており,またそう

であってほならないという認識は,広く人々に共有されているように思われ

る｡41さらに,ライシテと ｢寛容｣という概念との親和性についても,後者

の概念が暖昧すぎることだけでなく,さらにそれが法的概念というより倫理

的概念であることなどの理由からして,それを否定する見解が有力となって

いるように思われる｡42

その一方で,ライシテから導かれる具体的要請としての,国家の宗教的
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｢中立性｣については,これを,｢受動的中立性｣43という言葉に代表される

ように,国家の宗教に対する ｢無関心 indiff6rence｣44あるいは,国家の ｢抑

制 abstension｣45など,どちらかといえば消極的に捉える見解46と,それとは

対脈的に,単なる中立性にとどまるものではなく,特に宗教的活動との関係

で,国家に対していくつかの積極的な義務を要請する47という,より積極的

ないし能動的に捉える意見とに大別される｡これら2個の見解については,

前者の消極的 ｢中立性｣解釈が,あくまでも政教分離法制定に至った歴史を

重視する立場に立つのに対し,後者の積極的 ｢中立性｣解釈は,この1世紀

の,ライシテを取り巻く法的,政治的,および社会的環境の変化をより重視

するものである,と要約することも可能であろう｡

Ⅳ.挑戦されるライシテ

1.内なる挑戦 一 学校教育とライシテ

(1) 古典的問題

上述した国家の宗教的 ｢中立性｣を巡る解釈の違いは,公的領域,わけて

も学校教育における個人の良し､の自由の保障と,その限界としての,公教育

における宗教的中立性という2つの憲法的価値が衝突する場面で,もっとも

鮮明に現れてくる｡それゆえ,学校教育における個人の良心の自由とライシ

テとの関係は,この1世紀の間,常に最重要問題の1つであり続けているq)

である｡そしてそれは,ライシテが,個人の良心の自由を保障すると同時に,

場合によってはそれに限界を画すというように,ある種の矛盾する性格を併

せもつ価値であるからに他ならない｡だからこそ,歴史的にも,フランス国

家の政教分離は,他でもない教育の分野から始まったといわれるわけであ

る｡48

ところで,教育におけるライシテを規定した最初の法律は,1882年3月28

日法である｡そこでは,義務教育の ｢無償,非宗教性｣が宣言されるととも
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に,｢初等教育においては,宗教教育は学校の建物と教育計画の外で行われ

る｣と明文化されている｡さらに,同じく初等教育に関する1886年10月30日

法は,｢あらゆる種類の公立学校においては,教育は,絶対的に宗教とは無

関係の人によって行われる｡｣と言明している｡

それはともかく,爾来,学校教育におけるライシテの問題とは,その歴史

的必然として,主にカトリック教会と国家との間の,いってみれば教育を行

う主体の宗教教育の自由を巡る闘争であり,より具体的にいえば,公立学校

による教育以外の,私立学校における教育を認めるか否か,ということを特

徴的な争点とするものであった｡そしてこの闘争は,互いに一歩も譲ること

のない攻防として,長期に亘って続いていくことになる｡たとえば,フラン

スとヴァチカンの外交修復が果たされた1923年には,私立学校への財政援助

も同時に検討されているが,議会では否決されている｡それを受け1925年に

は,カトリック教会の枢機卿会と大司教らによって,改めて,1905年法は神

の摂理に反しており正義ではない,とする宣言が出されている｡他方,同時

期にはまた,ライシテ擁護陣営の左派急進派からは,教育の一元化が唱えら

れている｡加えて,全国小学校教員組合 (SindicatNational)は,国立教育

のみが,調和の取れた精神を発展させることができるとの視野から,①宗教

系私立教育の廃止,(参教育課程における完全な非宗教化,③国家による教育

権の支配,の諸点を含む教育の国有化案への賛同を表明している｡49その後,

1929年の国際会議で社会党によって,全会一致で上記組合の国有化法案が,

そのままの形で採択されている｡しかしながら,左派を含む議会の多数派は,

教育の一元化はライシテにとってむしろ危険であると判断し,その案は退け

られざるをえなかった｡

その後,この闘争は,第5共和制の初頭に,カトリック教会側に有利な展

開をみせ始めることになる.すなわち,1959年ドゥブレDebre法によって,

カトリック教会は,ひとたび失った自由と,ある種の特権を再び手にするの

である｡この法律は,私立学校に対し,すべての生徒に門戸を開くこと,お
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よび教育省の教育計画の適用を要請する代わりに,国家の援助を与えること

を約束している｡換言すれば,この法律は,私立学校の教育の自由 (私立学

校の特性に応じた性質の尊重)を保障する法律であり,かつまた,1905年法

が禁じた宗教への援助に再び道を開くものであった｡そして当時,私立学校

の90%がカトリック系の学校であったという事実に照らせば,この法律はま

さに,カトリック教会をこそ利する効果をもったといっても支障ないだろう0

いずれにしても,ドゥブレ法は,私立学校の存在の是非を巡る問題に一応の

決着をつけたものであり,教育の領域におけるライシテ (国家の非宗教性原

則)の緩和という意味でも,非常に重要な意味をもつ法律である｡その後,

1971年に,そのドゥブレ法の精神を追認する法律が制定されたことにより,

争点は完全に私立学校教育の存在の是非から,私立学校が行う教育の自由の

内容,すなわち,宗教教育の自由の限界の問題へと移行していくのである｡

また,これを分岐点として,ライシテの論争は,宗教的というよりもむしろ

政治的問題へと転化していったとみられている｡事実その後,右派政治権力

により,さらなる宗教教育への緩和の試みがなされるが,左派の反対により

失敗に終わる｡さらに,1982年から1984年にかけて,ミッテラン率いる社会

党政権の治下で,またもや,あらゆる学校の国有化の試みがなされるが,宗

教団体からの反対はもとよりのこと,世論の大多数による反発により,この

案はあとかたもなく消え去っている｡

さらに1990年には,フランスにおけるライシテ確立の歴史上極めて大きな

役割を果たした,2つの団体による相反する内容の意思表明がなされている｡

すなわち第 1は,フランス教育連盟 (LafranGaisedel'enseignment)によ

る ｢複数のライシテ 1a'1'citeplurielle｣であり,その第2は,偉大なる東洋

(LeGrandOrient) - フリーメイソソの中核団体 一 による ｢共和主義

者のライシテ 1alllciterepublicaine｣というそれである｡両者のうち前者の主

張が,多元主義ないし多様性の尊重を根拠とし,したがって個人の信教の自

由をなにより優先させることを意図する ｢新しいライシテ｣として,｢緩や
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かなライシテ｣あるいは ｢開かれたライシテ｣に定礎されたものであるのに

対し,後者が,各自の帰属から切り離された市民という抽象的世界観に基づ

く,共和主義者としてのフランスに求められる｢旧来のライシテ｣としての,

｢厳格なライシテ｣に対応する点については,あえて多言を必要としないで

あろう｡そしてこれら2つのライシテ解釈は,いまやフランスにおいて第2

の宗教となっているイスラム教信奉者の信教の自由とライシテとの関係をど

う捉えるべきであるかという問題と,分かちがたく結びついているのである｡

(2)新たな問題 - イスラム教および共同体主義

学校教育を巡って提訴されるに至った新しい問題とは,公立学校における

イスラム教を信仰する生徒による,信仰心､の表明としてのスカーフ携帯の是

非について問題である｡この間題がフランスにおいて,特に法的問題として

顕在化するのは,1880年代初頭に,スカーフ携帯を理由に退学処分を受けた

複数の女生徒と彼女らの親達が,学校側の措置を信教の自由の保障に違反す

るとの理由から,その処分取り消しを求める訴訟を相継いで提起したのを発

端とする｡さらに,一部の親がメディアを通じて当該問題を広く世間に訴え

たため,急速にスカーフ問題は,フランス国民の最大の関心事になったので

ある｡

この間題を考察するにあたっては,当時の首相リオネル ･ジョスパン氏か

らの要請に応えて提示された,1989年11月27日のコソセイユ ･デタ50勧告が,＼､

決定的に重要であるといってよい｡それというのも,この勧告は,後の学校

政策に多大な影響を与えたからである｡この有名な勧告において,コソセイ

ユ ･デタは,1882年3月28日法,1789年人権宣言,1905年法,1946年憲法前

文,1958年憲法第 1条,ヨーロッパ人権規約第9条及び教育分野における差

別に対する戦いに関する1960年12月15日条約など,実に多岐にわたる法律や

条約を自己の判断の基準として,およそ以下のような見解を披渡した.すな

わち,①信教の自由は最も重要な自由であり,したがって,学校における生
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徒の信教の自由は,原則として尊重されねばならない,②他方,ライシテと

は,国家の宗教的中立性を意味する憲法原則であり,学校におけるそれは,

教育が,授業内容と教師とによる中立性の尊重と,生徒の良心の自由に対す

る尊重という,二重の尊重に基づいてなされねばならないことを意味する,

③学校における生徒の良し､の自由および信仰心の表明の自由は,学校の秩序

や授業計画などを乱さない限りにおいて認められる,④スカーフの携帯は

｢これ見よがし｣にならない限り認められる,⑤それゆえ,一律にスカーフ

携帯を禁じ,それへの違反に対し退学という不利益処分を課すのは違法であ

る,という諸点に集約されるものであった｡51

この勧告は,個人の良心の自由とライシテという2個の価値に,同等の配

慮を払ったものであるが,両者間の価値序列に関しては,なんらの示唆をも

与えていない｡そのため,スカーフ携帯の違法性,つまり｢これみよがしの｣

携帯か否かについての判断は,結局のところ,明確な基準を欠いたまま各学

校の校長の裁量に委ねられることとなった｡事実,この勧告を受けての,各

学校の対応は統一性を欠くものとなり,依然としてスカーフ携帯を理由に退

学処分を受ける生徒が後を立たたなかったのである｡さらにまた,その処分

の違法性を争う裁判の判決自体も,それを肯定するものと否定するものとに,

見事に2分されている｡

こうした状況のなか,事態は収束に向うどころか,ますます大きな広がり

をみせる｡イスラム教徒側は,学校での体育授業への不参加や祈りの場の設

置など,イスラム教の教義を理由とする要求を,次第にエスカレートさせて

いく｡52他方,政治権力や世論は,そうした動きを,個人の信教の自由の発

露に対する尊重の要求とは受け止めず,イスラム社会による集団の権利とし

ての共同体主義53を主張する政治的表明であって,フランス共和国のアイデ

ンティティとしての,ライシテに対する挑戦だと受け止めることになる｡同

時に,女性のみに強制されるスカーフ携帯は,イスラム社会の男女差別の象

徴として糾弾されることにもなる｡54 ともあれ スカーフの携帯を巡る事態
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の推移は最終的には,政治権力担当者によって,公的場所でのスカーフ携帯

を規制する法律制定が摸索されるまでに過熱化するのである｡いうなれば,

1989年当時,宗教の自由と学校教育の宗教的中立性との関係の整合性が問わ

れたスカーフ携帯問題は,年月を重ねるにつれて漸次,イスラム教徒の共同

体が固有する価値観とフランス社会の価値観との問の衝突の問題へと,問題

の性質を微妙に変化せしめていったということになろう｡

なお,2002年12月には,内務大臣ニコラ･サルコジーの主導の下,｢イス

ラム教フランス評議会 (leConseilfranGaisducultemusulman)｣55が組織さ

れている｡当該組織は,増大する一方のイスラム教徒とフランス社会との講

和を図るべく,イスラム教に対するある程度の寛大承認と,政府によるイス

ラム教の統制という,2つの異なる目的を達成しようとするものといえる｡

だが,この組織の設立は,政治勢力全体の合意に基づくものというには程遠

い状況でなされたこともあり,今なおその効果のほどは疑問視されたままで

ある｡

さて,2003年7月3日に,シラク大統領より命を受けたベルナール ･スタ

ジーを長とする委員会が招集され,全国民注視のなか,同年12月には,ライ

シテ原則に照らしての,スカーフ携帯の禁止の合法性について報告が提出さ

れている｡このスタジー報告56は,結論として,公的場所における,あらゆ

る宗教的印の携帯を禁止する法律の制定に,ゴーサインを出すものとなって

いる｡そうして事実この結果を受けて,2004年3月15日には,｢公共の場に

おけるあらゆる宗教的および政治的印の携帯禁止に関する法律｣57が,右派

左派双方の大多数の賛成によって制定されるに至るのである｡58

上述したスタジー報告やそれを受けての法律制定は,フランスにおけるラ

イシテの歴史に新たな,しかも重要な一歩を刻むもの,とみることができる

が,その点の詳細については,別の機会に改めて検証することにしたいと思

う｡そこで,ここでは,スタジー報告の特徴についてのみ簡単に触れておく

にとどめたい｡
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いわゆるスタジー報告がもつ最大の特徴とは,ライシテ原則の意義を,定

石どおり国家の中立性と良心の自由の保障との2点に求めはするが,良心の

自由の保障をライシテより優先させる見解が多数を占めてきたなかで,共和

主義者の精神として意義づけたライシテの方を,より重視するところにこそ

存在する｡59そのうえで,具体的要請としての国家の厳格な宗教的中立性に

ついても,これを単なる中立性の保障を超えた厳格な中立性の義務を伴うも

の,つまり積極的な中立性と解釈するのである｡だからこそ,ここでは公立

学校を含む公的場所で,ライシテ原則が個人の良心の自由より以上に重視さ

れることになり,とかく個人の良心の自由の表明が限定されることになる｡

いずれにしても,イスラム教を巡る問題は,従来より個人の良心の自由に

関わる文脈で語られてきた傾向の強いライシテが,今や,共和国のアイデン

ティティそのものとして,集団の権利としての共同体主義の主張に対抗しう

る防波堤としての,役割を担うこととなった点にこそ,集中的に現れている,

といってよいであろう｡

ヨーロッパ人権条約 第9条

すべての者は,思想,良心および宗教の自由についての権利を有する｡こ

の権利は,事故の宗教をまたは信念を変更する自由ならびに,単独でまたは

集団で,あるいは,公にまたは私的に,礼拝,教導,行事および儀式によっ

てその宗教または信念を表明する自由を含む｡

2.外からの挑戦

ライシテ-国家の非宗教性なる思想は,果たしてフランス独自の価値にと

どまるものなのか,それとも逆に普遍的価値たりうるのか,という問いが,

何より現実性なり重要性を帯びるのは,とりわけ EU統合をめぐる議論に

おいてである｡というのも,一方のフランスは,ライシテを憲法的価値とし

ている例外的な国家であるのに対し,他方,その他の EU加盟諸国は,そ



508 経 営 と 経 済

れとは対脈的に,特定の宗教が,程度の差はあっても依然として重要な地位

を占めている国を大多数の構成メンバーとするからである｡このように,両

者間には,国家と宗教との関係性における容易には越えがたい隔たりが介在

しているのである｡60これこそがまさしく,EU統合に際しては,EU創設

国と新しい加盟国との間の,政治的のみならず融合させることがより困難と

思われる深刻なイデオロギー的分裂すらもが生じている,といわれる所以で

ある｡61そして事実,ヨーロッパ統合に向けての段階的な条約制定の際には

常に,ヨーロッパ諸国の主張とフランス側のそれとがかみ合わず,かえって

解釈Lがたい乱蝶を生みだす要因ともなっているのである｡

このようにヨーロッパを分裂させかねない危険にみちた論議とは,具体的

にいえば,ヴァチカンを筆頭にキリスト教と深い関係を結び続けている複数

の国家からの,再三に亘るヨーロッパにおけるキリスト教の歴史的役割に対

する法的承認の要求の取り扱いについてである｡たとえば,1977年のアムス

テルダム条約制定の際には,ヴァチカンがヨーロッパの歴史における教会独

自の役割の承認を主張している｡これを他の加盟国が拒絶し,結局,｢ヨー

ロッパ連合は各加盟国が国内法に照らし,教会,宗教団体および組合に便益

を与える措置をとっている点を尊重し,偏見を持たない｣という文言で事態

の収拾が図られた｡次いで,2000年のヨーロッパ人権憲章制定の際にも,ま

たもヴァチカンを筆頭に,前文における｢文化的,人間主義的,宗教的遺産｣

への言及の要求がなされたが,主にフランスの要求で ｢その精神的,道徳的

財産｣という表現に変更されている｡さらに,2003年10月4日に,各国政府

間の会議で着手され,同年12月13日にブリュッセルのヨーロッパ理事会

(Conseileuropeen)で賛同を得られなかった,ヨーロッパ連合憲法条約の

前文を巡る議論も然りである｡ここでは,｢ヨーロッパの文化的,宗教的,

人間主義的遺産｣という言葉と,第51条の ｢彼らのアイデンティティと独特

の貢献とを認めることによって,ヨーロッパ連合は,これらの教会や組織と,

開かれかつ透明で,統制された関係を維持する｣という文言が論議を呼んで
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いる｡これらの文言は,一方のフランスにとっては1905年法の精神に照らし

て問題とされるものであるが,他方の,ポーランドやイタリアなどにとって

もまた,不十分なもののように映ったようである｡事実,ポーランドの場合

には,ヨーロッパにおけるキリスト教の遺産と神への明確な言及を要求して

いたため,これらの文言に納得せず,そのため,憲法の採択が2004年6月18

日にまでずれ込んでいる｡結局のところ,憲法条約は,前文の第 2項で,

｢ヨーロッパの文化的,宗教的,人間主義的遺産｣という,両者の主張を折

衷させた感のある表現を選択している｡こうして,最初の草案にみられた

｢ヘレニズムあるいはロマン主義的文明｣｢啓蒙主義哲学の流れ｣｢ヨーロッ

パを流れた精神的情熱｣といった各種の表現もまた,見送られることとなっ

た｡ともあれ,この最終的表現は,1949年5月5日に採用された,ヨーロッ

パ議会の規約の前文に使用されている言葉62や,2000年12月7日のヨーロッ

パ人権憲章の前文に詣われている言葉に近いものとなった,とみられてい

る｡63

いずれにしても,憲法条約におけるキリスト教主義への言及を巡る問題は,

単なる表現の問題という表面的なものではなく,条約におけるキリスト教主

義への言及の存在および不存在はいずれも,将来的に共同体の制度そのもの

の性格にも影響を及ぼすであろう重要な問題とみられている｡64なお,フラ

ンス国内のカトリック教会は,むしろポーランドやイタリアなどの立場を支

持している｡

ともあれ,こうしたキリスト教主義へのこだわりが,すでにヨーロッパで

第2の地位を占めているイスラム教に対して,彼らが同様の主張をする口実

を与えることにつながるという指摘,さらに,こうした政治と宗教との必要

以上の結びつきが,共同体相互の緊張を高めることになり,ひいては原理主

義をはびこらせる要因足りうるという言説は,特筆するに値しよう｡65

公的領域における宗教の位置づけを問う,この論争は,ライシテを国家原

則に掲げるフランスにとっては,容易に譲ることのできない重い問題である｡
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しかしながら,その一方で,こうした価値観の対立は,ヨーロッパ連合にお

けるフランスの国家としての重みないしは存在感に影響を与えかねないだけ

に,フランスにとっては去就に迷う問題であるといえるだろう｡66それにし

ても,上述したような政治権力者側の動きとは別に,ヨーロッパ諸国の市民

社会においては,漸次フランスのように,厳格な意味での分離としてのライ

シテへと向かう動きが着実にみられるようになったことは,フランスにとっ

ては心強い事態の展開であるともいえよう｡現に,複数の世論調査67は,各

国の若者たちが,宗教をも必要としない心理状態のなかに置かれていること

を示している｡また,これらの調査では,信心深い信者が次第に信仰心を希

薄にしている一万で,無心論者がより精神論者になりつつあるという興味深

い倒錯現象も,浮かび上がってきている｡なお,こうしたヨーロッパ人の宗

教離れといった現象を引き起こしている強力な要田のひとつには,イスラム

ファンダメソクリスムの台頭があると,分析されている点についても,徒ら

に看過できないところであろう｡68

いずれにせよ,EU統合を成功裡に実現させるためには,互いの違いを無

闇に強調するのではなく,むしろ相互の共通性を探ることこそが肝要である

というべきではあるまいか｡そして,この政教分離あるいはライシテに関し

ていえば,フランスと他の諸国との違いは,法的なライシテを採用している

か香かの違いであって,文化的ライシテと命名しうるような,より緩やかな

ライシテという意味では,歴史に照らして両者は十分な共通性をもつという

考え方も存在している｡69この見解によれば,ヨーロッパは,一方で宗教と

の関係における政治的自律のおかげで,また他方で権利の承認と自律のおか

げで,政治的次元における宗教的アイデンティティを緩和し,各政治的集団

における宗教的多様性を組織することによって,それを引き裂く要因となり

がちな宗教的対立を克服することに成功したという意味で,誤解を招きやす

い表現になるが,ヨーロッパは一切の歴史を通じて世俗的であったとさえい

えるのである｡そしてまた,ヨーロッパ人権規約とヨーロッパ憲章という,



もうひとつの百年の歴史 - 1905年～2005年 ;フランスにおける政教分離法の百年- 511

2個の基本条約がもつ非宗教的性格は,将来,自由と平等との積極的保護者

であるライシテ原則が,ヨーロッパ全体の価値となる可能性と必要性とを指

し示しているともいえるであろう｡70

Ⅴ.結びにかえて

1905年に制定された政教分離法は,その後100年間のあらゆる政治的,法

的,社会的変動を乗り越え,現在もなお変わることなく存在し続けている｡

その理由としては,柔軟かつ大胆な解釈に基づく法律運用をあげることも決

して間違いではない71が,やはりなによりも,当該法律に内在する性質にこ

そ,それを求めるのが正当であろう｡そうだとすれば,この法律は,フラン

ス革命に起源をもつ個人の良心の自由と諸個人の平等の保障者,そうしてま

た理性と科学にのみ依拠する近代民主国家に不可欠の価値の擁護者として,

あるいはまた,フランス独自の価値ともみるべきライシテ原則を体現する法

律として,この1世紀の間変わらず,単なる法的存在であるだけでなく政治

的かつ象徴的存在72でずらあり続けたということになろう｡

一方,近年の,フランス社会における変化,とりわけ移民の増大に伴う宗

教的,文化的変容と,EU統合という未知の国家連合構築に向けての歩みと

いう,未曾有の事態は,｢不可分一体の｣共和国という,従前のフランスの

あり方に,新たな挑戦状を突きつけるものとなっている｡つまり,文化的多

様性ならびに共同体主義の尊重という主張が,それである｡73それらはまた,

共和国の一大特徴であるライシテ原則と,その価値の具現者としての1905年

汰 (政教分離法)の双方にも,影響を与えずにはいない｡そして事実,こう

した挑戦を受けて,現在ライシテ原則そのものを再検討する作業が開始され

ている｡もちろん,いまだ決定的な結論には辿り着いていないものの,およ

そライシテの意義については,これをあくまでも従来どおり,個人の良心の

自由を保障するための国家の厳格な宗教的中立性として捉える見解と,そこ
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から一歩踏み出して新しいライシテ概念を提唱する言説とに大別される状況

が支配的となっている｡さらに後者の立場においても,文化の多様性あるい

は多元主義の保護を根拠に,｢開かれたライシテ｣なり ｢しなやかなライシ

テ｣なりを高唱するものと,共和国のアイデンティティとしての ｢厳格なラ

イシテ｣を主張する見解74とが存在する｡

そうした状況のなか,2005年12月には,ニコラ ･サルコジー氏によって,

新たに,ライシテ原則自体(1905年法の見直しを含む)を検討するため,有識

者委員会が立ち上げられている｡75しかしながら,いかに社会的状況が変わ

ろうとも,いかに1905年法が矛盾を内包していようとも,さらに委員会がど

のような結論を出そうとも,フランスが今後もなお共和国であり続ける限り,

現憲法がその第 1条で掲げる ｢不可分一体で非宗教的な｣国家のあり様は,

決して変わらないであろう｡なぜなら,自由,平等,民主主義といった3個

の理念を擁護する理想的国家にとって,ライシテに優る不変の価値など存在

しないという事実を,フランス人は長期に亘る歴史的経験によって,精神の

奥底で本能的に理解しているはずだからである｡

翻って,日本では,フランスに優るとも劣らない厳格な政教分離といわれ

る憲法規定をもちながら,現職首坤が,国内外双方の批判にも耳を傾けるこ

となく,宗教施設に他ならない靖国神社への参拝を執粉に繰り返すような,

異常ともいえる状況が続いている｡日本の政教分離原則もまた,戦前の歴史

的経験を反省したうえで採択されたという厳然たる事実を想起するとき,日

本においても,かの国のごとく,自身の歴史に真筆に,そして誠実に向き合

う態度が,なによりも強く求められているといえるのではあるまいか｡
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